
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　式
【化１】
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1は炭素原子数１－９のアルキル基からなる群から個々に選ばれ、Ｙは水素、
ハロゲンまたはアルキルからなる群から個々に選ばれ、Ｒ 1基とビフェニル結合がＯＸ基
に対してそれぞれオルトまたはパラの位置にあり、これによりＯＸ基は少なくとも１つの
Ｒ 1基の存在により立体 害を受けており、Ｒ 2基は炭素原子数１－６の２価のアルキリデ
ン基または直接結合であり、Ｘは式
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【化２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
を有し 3、Ｒ 4およびＲ 5は水素、ハロゲンまたはアルキルからなる群から個々に選ば
れ、そして は０または１である）を有するホスファイト。
【請求項２】
　ホスファイトが式
【化３】
　
　
　
　
　
　
　
または
【化４】
　
　
　
　
　
　
　
　
を有する請求項１記載のホスファイト。
【請求項３】
　Ｘが式
【化５】
　
　
　
　
　
　
を有する請求項１記載のホスファイト。
【請求項４】
　Ｒ 1がｔ－ブチルでＹが水素である請求項３記載のホスファイト。
【請求項５】
　式
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【化６】
　
　
　
　
　
　
　
　
を有する請求項３記載のホスファイト。
【請求項６】
　式
【化７】
　
　
　
　
　
　
　
　
を有する請求項３記載のホスファイト。
【請求項７】
　式
【化８】
　
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1はアルキル基からなる群から個々に選ばれ、Ｙは水素、ハロゲンまたはアル
キルからなる群から個々に選ばれ、Ｒ 1基とビフェニル結合がＯＸ基に対してそれぞれオ
ルトまたはパラの位置にあり、これによりＯＸ基は少なくとも１つのＲ 1基の存在により
立体 害を受けており、

Ｘは式
【化９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
を有し 3、Ｒ 4およびＲ 5は水素、ハロゲンまたはアルキルからなる群から個々に選ば
れ、そして は０または１である）を有するホスファイトを安定化量含む熱可
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塑性組成物。
【請求項８】
　ホスファイトが式
【化１０】
　
　
　
　
　
　
　
　
または
【化１１】
　
　
　
　
　
　
　
　
を有する請求項７記載の熱可塑性組成物。
【請求項９】
　Ｘが式
【化１２】
　
　
　
　
　
　
を有する請求項７記載の熱可塑性組成物。
【請求項１０】
　熱可塑性樹脂および組成物の全重量に基づいて０．０１－１．０重量％の請求項７記載
のホスファイト組成物を含む熱可塑性組成物。
【発明の詳細な説明】
【０００１】

本発明はビスホスファイト類に係わり、特にネオ置換炭素基を含有する芳香族二環式ホス
ファイト並びにかかるホスファイトを含む安定化作用のある組成物および安定化された樹
脂に係わる。

Ｄｅｖｅｒ等の米国特許第３，４６７，７３３号明細書にはゴムおよびポリ塩化ビニルの
ような有機組成物に対する安定化剤として有用なビス（１，３，２－ジオキサホスホリナ
ニル－２－オキシ）アリールアルカン類およびモノおよびビス（１，３，２－ジオキサホ
スホリナニル－２－オキシ）ベンゼン類のような環式ホスファイト類およびジホスファイ
ト類が記載されている。その第３欄第６３－６５行に「ベンゼン環上に立体障害をうけた
２，６－置換を持たないヒドロキシ化合物またはフェノールを使用することが好ましい」
と述べられていることに注意されたい。
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【０００２】
しかしながら、これらのホスファイトの多くは熱安定性の問題、加水分解安定性の問題お
よび／または紫外線変色の問題に遭遇する可能性がある。それ故に、ホスファイト組成物
のこうした種々の特性を向上させる必要性が今尚残されている。

本発明は次式の芳香族二環式ホスファイト類に係わる。
【０００３】
【化１３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０００４】
上記化合物において、ビスホスファイト基はホスファイト部分を構成するＯＸ基を含む。
ＯＸ基は少なくとも１つのＲ 1  により立体障害を受けている。Ｒ 1  は炭素原子数１－９の
アルキル基からなる群から個々に選ばれる。第二または第三分岐アルキル基が好ましく、
第三アルキル基が最も好ましい。加水分解抵抗性の向上ため、Ｒ 1  基とフェニル基はＯＸ
基に対してそれぞれオルトまたはパラの位置にある。Ｒ 2  基は炭素原子数１－６の２価の
アルキリデン基または直接結合である。Ｙは水素、ハロゲンまたは炭素原子数１－９のア
ルキル基からなる群から個々に選ばれる。Ｘは次式を有する。
【０００５】
【化１４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０００６】
上記式中、ｚ 1  およびｚ 2  は０または１であることができる。ｚ 1  およびｚ 2  が共に０な
ら、環は５員環となる。ｚ 1  およびｚ 2  の一つが１でもう一つが０なら、環は６員環とな
る。ｚ 1  およびｚ 2  が共に１なら、環は７員環となる。Ｒ 3  、Ｒ 4  およびＲ 5  は水素、ハ
ロゲンまたはアルキル基好ましくは炭素原子数１－６最も好ましくは炭素原子数１－３の
置換されていないアルキル基からなる群から個々に選ばれる。好ましくは、Ｒ 3  基は水素
である。環構造内のα－炭素が少なくとも１つの水素置換基を含んでいることが好ましい
。後により十分に説明されるように、上記のホスファイト構成要素は典型的にはβ即ち２
の位置がアルキルまたは環状アルキル基でブロックされた１，３アルカンジオールから形
成される。
【０００７】
有機物質を熱酸化的劣化に対して安定化するのに有用なこのホスファイト類は向上した加
水分解安定性を示しそしてＵＶによる黄色化に対して抵抗性である。本発明は更に上記の
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ホスファイトを含有する非晶質のホスファイト組成物およびこれから得られる安定化作用
のあるブレンドをも包含する。

フェニル基がＯＸ基に対してパラ位にある場合には、ＯＸ基はＲ 1  基によってそれぞれの
オルト位で立体障害を受ける。この場合の式は次のように示される。
【０００８】
【化１５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０００９】
一方、Ｒ 1  基がＯＸ基に対してパラ位にある場合には、オルト位の一つは置換されたフェ
ニル基により占められそして別のオルト位はＲ 1  基により占められる。この場合の式は次
のように示される。
【００１０】
【化１６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１１】
上記の芳香族分子部分において、Ｒ 1  基は好ましくは前記に記載したとおりであり、そし
てより好ましくは炭素原子数３－６の分岐アルキル基であり、最も好ましくはイソプロピ
ル、イソブチルおよびイソアミルである。第二ブチルおよび第三ブチルが最も好ましく、
とりわけ第三ブチルが特に好ましい。Ｒ 2  基は好ましくは炭素原子数１－３のアルキリデ
ン基または直接結合である。Ｙは水素、ハロゲンまたは炭素原子数１－９のアルキルから
なる群から個々に選ばれる。
【００１２】
上に示したホスファイト化合物の環式ホスファイト分子部分Ｘは最も好ましくは次式を有
する。
【００１３】
【化１７】
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【００１４】
本発明のホスファイトエステルの製造の最初の工程は適当なジオールをＰＺ 3  （式中Ｚは
ハロゲン好ましくはＢｒまたはＣｌである）と反応させることである。ＰＣｌ 3  が好まし
い反応物質である。
使用されるジオールはβ，β即ち２，２位置が完全に置換されている。これらのジオール
は次式を有する。
【００１５】
【化１８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１６】
式中、Ｒ 3 - 5  は前記に記載したとおりである。
使用しうるアルキルジオールにはシクロアルキル－１，１－ジメタノール（シクロアルキ
ル基の炭素原子数は４－７である）例えばシクロペンタン－１，１－ジメタノール、シク
ロヘキサン－１，１－ジメタノールおよびシクロヘプタン－１，１－ジメタノールが含ま
れる。
【００１７】
得られる生成物は次式を有する中間体のホスホロハライド塩である。
【００１８】
【化１９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１９】
式中、各Ｒ基は記述の通りである。
中間体のホスホロハライド塩を形成する前記ジオールとＰＺ 3  （Ｚはハロゲン、好ましく
は、ＢｒまたはＣｌ）との間の反応の実施は溶剤を使用しても使用しなくてもよい。典型
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的には、ＰＺ 3  をジオールに添加してもあるいはジオールをＰＺ 3  に添加してもよい。好
ましくは、ＰＺ 3  をジオールに添加しそして反応混合物を約５－５０℃の温度に維持する
。この温度はＰＺ 3  の添加速度を調節することにより制御しうる。添加を遅くすれば低い
温度に有利である。反応の間反応混合物を冷却することが好ましい。ＰＺ 3  を化学量論量
より若干過剰に使用することが好ましい。溶剤が存在しないと反応は全く発熱性であるが
、激しいＨＺの発生による冷却効果により温度緩和効果がもたらされる。それ故に、ＰＺ

3  の添加を効果的に制御すれば、この反応は５－１５℃の温度範囲において自己調節性に
なしうる。
【００２０】
利用しうる望ましい溶剤は中性の溶剤である。代表的な溶剤はトルエン、ヘプタン、キシ
レン、メチレンクロライド、クロロホルム、およびベンゼンである。好ましい溶剤はメチ
レンクロライド、ヘプタンまたはキシレンである。
反応が完結に至ったら、ＨＣｌのような副生物ＨＺの大部分は反応生成物の温度を室温乃
至約５０℃に穏やかに上昇させることにより随意に除去することができる。使用された溶
剤は典型的には真空を適用して除去し、中間体のホスホロハライド塩生成物を残留させる
。
【００２１】
本発明のホスファイトエステル安定剤を生成するには、上記のホスホロハライド中間体生
成物を次いで次式のヒドロキシアリール化合物と反応させる。
【００２２】
【化２０】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２３】
上記式中、Ｒ 1  、Ｒ 2  およびＹは上記に記載の通りである。これに対して適当な反応方法
は英国特許第２０８７３９９Ａ号明細書、Ｓｐｉｖａｋ等の１９８２年付け米国特許第４
３１８８４５号明細書およびＪ．Ｄ．Ｓｐｉｖａｋ等の Phosphorous & Sulfur Journal中
の論文、１９８３，ｖｏｌ．１５，ｐｐ．９－１３に記載されている。
【００２４】
ホスホロハライド中間体生成物とヒドロキシアリール化合物との間の反応はホスファイト
エステル安定剤の粗生成物を生成するのに使用した同じ反応容器中で単にこの反応器中に
ヒドロキシアリール化合物を導入することにより行うことができる。この反応は２０－１
５０℃好ましくは約３５－約１２５℃の適当な反応温度で行うことができる。反応系の圧
力は約５０ｍｍＨｇ絶対圧から大気圧の間に維持される。実質的な完結までの反応時間は
典型的には１－約２４時間である。好ましくは、約３－約１０時間の時間内に最大量の生
成物を与えるような温度および圧力条件にて反応を操作することが望ましい。
【００２５】
反応物質の最終的な割合は少なくとも略化学量論的割合である。これらの反応物質の一方
を少なくとも化学量論量より若干過剰にして反応を操作することが望ましい。
Ｒ 1  がアルキル基であるので、反応はアミンのような塩基の受容体の存在下で行うことが
望ましい。このアミンは場合に応じて塩化水素および／または臭化水素を捕集するスカベ
ンジャーとして機能する任意のアミンでよい。このアミンは脂肪族、環式または芳香族で
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よい。所望により、単一のアミンあるいは複数のアミンの混合物を使用できる。この環式
アミン類は通常少なくとも約５個好ましくは５－約１０個の炭素原子を含有している。こ
れらの例にはＮ－メチルピロリジン、Ｎ－メチルピペリジン、Ｎ－フェニルモルホリンお
よび１，８－ジアザビシクロ［５，４，０］ウンデク－７－オンが含まれる。この芳香族
アミン類はしばしば少なくとも５個の炭素原子を含んでおり、好ましくは５－１５個の炭
素原子を含んでいる。これらの例にはＮ，Ｎ－ジメチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジメチルキシ
リジン、ピリジンおよびピリジンのアルキル誘導体が含まれる。これらには重合体に支持
されたアミン類も含まれる。
【００２６】
殆どの場合、使用されるこのアミンは少なくとも３個の炭素原子を含んでいる。通常この
アミンは３－約１８個の炭素原子を含有する。このアミン受容体として好ましいのはトリ
アルキルアミンであり、トリプロピルアミン、トリブチルアミンおよびトリへプチルアミ
ンが最も好ましい。Ｒ 1  がｔ－アルキル例えばｔ－ブチルの時には、アミン受容体が化学
量論的な量存在することが望ましい。
【００２７】
反応が完結した後、反応混合物中に存在するアミン受容体は溶剤の添加によって除去する
ことができる。この目的に適する代表的な溶剤はヒンダード（立体障害をうけた）アルコ
ールであり、イソプロピルアルコールが好ましい。反応混合物中のアミン受容体はこのよ
うな溶剤によって可溶化されて反応混合物から除去され、これによりホスファイト安定剤
が残留し、このホスファイト安定剤は蒸留あるいは晶出により純粋な形態で回収すること
ができる。典型的にはこのビスフェニルビスホスファイトエステルはトルエンやヘプタン
のような適当な有機溶剤から晶出或いは蒸留することができる。或いは又、ビスフェニル
ホスファイトを適当な溶剤で可溶化して反応混合物から取り出しそれから溶剤から分離す
ることも可能であると考えられる。
【００２８】
上記に記載されたビフェニルビスホスファイトは加水分解安定性を改善するためにＯＸ基
に対するオルト位の全てがフェニルまたはＲ 1  の何れかでブロックされている。この結合
に対するパラ位もＲ 1  基またはフェニル基の何れかでブロックされホスファイトの紫外光
による黄色化を抑制されている。パラ位におけるこのブロックは望ましくない副反応を抑
制する。このパラ位に水素が存在すると、ホスファイトはＵＶ黄色化に対して敏感になる
可能性がある。
【００２９】
ホスファイト安定剤が結晶の形態で単離されたときには、本発明ではホスファイト安定剤
を固体の非晶質の形態で利用できることが考慮されている。非晶質のホスファイト組成物
はホスファイトの融解物を急速に冷却することにより形成される。このような融解物はホ
スファイトとポリアミンの混合物である可能性があり、急速に冷却されると固体非晶質の
ホスファイト組成物を形成する。同じ成分を含んだ結晶性の組成物に比較して組成物の非
晶質の性質は固体の組成物の加水分解安定性を向上する。これらのいずれの組成物におい
てもそれぞれの量のアミン好ましくは脂肪族ポリアミンを更に含有しうる。
【００３０】
非晶質の組成物の調製では、結晶性のホスファイト或いは結晶性のホスファイトとアミン
またはその他の所望の成分との配合物を融解して融解配合物が形成される。得られた融解
配合物を冷却すれば非晶質の固体のホスファイト組成物が形成される。このプロセスはま
た周囲温度において［おそらくは湿気のある（相対湿度６０％以上の）条件下で］１０日
を越える期間にわたりホスファイトを貯蔵してから、このホスファイト組成物をポリオレ
フィン例えばポリプロピレンのような熱可塑性重合体の熱酸化安定性を計るためにかかる
熱可塑性重合体と配合することを含むこともある。
【００３１】
本発明の非晶質の安定剤組成物は安定剤組成物の全重量に基づいて好ましくは少なくとも
５０重量％、より好ましくは８０重量％乃至９９．９重量％、更に好ましくは９０－９９
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．８重量％、更により好ましくは９５－９９．５重量％、そして最も好ましくは９７－９
９重量％のホスファイトを含む。
好ましい添加剤はアミンである。アミンは安定剤組成物の全重量に基づてい好ましくは０
．１－１０重量％、より好ましくは０．２－１０重量％、更に好ましくは０．６－５重量
％、そして最も好ましくは１－３重量％の濃度で存在する。このようなアミン安定剤組成
物は粉末およびペレットのような非晶質（非結晶質）の粒子の形態にあるのが好ましい。
【００３２】
好ましいアミン添加剤はポリアミンそしてより好ましくは脂肪族ポリアミンである。この
脂肪族ポリアミンは好ましくは１７５℃より高い、より好ましくは１９０℃より高いそし
て最も好ましくは２００℃より高い沸点を有する。この脂肪族ポリアミンは第一、第二あ
るいは第三アミン基を含有しうる。好ましくは、アミン基は第一アミン基である。このポ
リアミンは２、３またはそれ以上のアミン基を含有することができ、従って別言すればジ
アミン、トリアミンまたはそれ以上多価のポリアミンであることができる。好ましいポリ
アミンは式
Ｈ 2Ｎ－Ｒ 1 0－ＮＨ 2

（式中、Ｒ 1 0はＣ 6  －Ｃ 1 0の２価のアルキル基から選択される）の脂肪族第一ジアミンで
あり、より好ましくはこのジアミンは１，６－ジアミノヘキサンおよび１，１０－ジアミ
ンデカンから選ばれる。適当な脂肪族第二ジアミンは一般式
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1 1はＣ 1  －Ｃ 1 0の２価のアルキル基から選ばれそしてＲ 1 2はＣ 1  －Ｃ 3 0の１価
のアルキル基から選ばれる）によって表すことができる。適当な脂肪族第三ジアミンは一
般式
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1 1およびＲ 1 2は上記に定義したとおりである。）によって表すことができる。
最も好ましくはポリアミンは脂肪族第一ジアミンである。アミンはまたモノアミン類およ
びヒドロキシルアミン類例えばトリイソプロパノールアミンでもよく、即ちＲ 1 2ＮＨ 2  、
（Ｒ 1 2） 2  ＮＨ、（Ｒ 1 2） 3  Ｎおよび（Ｒ 1 2） 2  ＮＯＨ類でもよい。
【００３３】
安定剤組成物は他の追加の成分を好ましくは１０重量％未満、より好ましくは５重量％未
満そして最も好ましくは１重量％未満含む。
その他の成分にはワックス、合成および石油誘導潤滑油脂のような重合体状の物質および
その他の有機物質；脂肪、牛脂、豚脂、鱈肝油、抹香鯨油等のような動物油；ひまし油、
あまに油、ピーナッツ油、綿実油等のような植物油；燃料油、ジーゼル油、ガソリンなど
でありうる。安定剤組成物は好ましくは他の物質を実質的に含まないのが好ましく、別言
すれば他の有機物質を１％未満しか含まないのが好ましく、そしてより好ましくは他の有
機物質を含まないのが好ましい。随意には、安定剤組成物はトリイソプロピルアミンのよ
うなモノアミンを本質的に含まない。本発明の組成物は組成物の均質性を確保するために
非晶質であることが好ましい。本発明の組成物は好ましくは単純な機械的配合あるいは溶
液配合によるよりもむしろ溶融混合により得る方が好ましく、驚くべきことにそして予期
せぬことに、溶融混合により形成された組成物は単純な機械的（乾燥）または溶液で配合
して得られた類似の組成物よりも優れた加水分解安定性を示す。
【００３４】
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本発明はまた上記に記載したホスファイトを有効量含む安定化された重合体組成物にも係
わる。本発明のホスファイトを含有する重合体組成物が本発明のホスファイトを含まない
類似の重合体組成物に比較してその物理的特性あるいは色の特性の何れかにおいて改善さ
れた安定性を示すときは、本発明のホスファイトの量は「有効量」であると考えられる。
しかしながら、殆どの重合体組成物においては、樹脂１００重量部あたり約０．０１－約
２重量部（ｐｈｒ）に等しい量でホスファイトが存在することが好ましいであろう。殆ど
の組成物は約０．０２５ｐｈｒ或いはそれ以上含むであろうが、約０．０１－約１ｐｈｒ
の量がより好ましい。重合体組成物は不飽和ポリエステル、フェノール樹脂、エポキシ、
ウレタン、コーティング樹脂および架橋性ラテックスを含めた熱硬化性の性質のものでよ
い。
【００３５】
重合体はまた例えばポリエステル、ポリウレタン、ポリアルキレンテレフタレート、ポリ
スルホン、ポリイミド、ポリフェニレンエーテル、スチレン系重合体、ポリカーボネート
、アクリル系重合体、ポリアミド、ポリアセタール、ハライド含有重合体およびポリオレ
フィンホモポリマーおよびコポリマーのような当業界に既知の熱可塑性重合体のいずれで
もよい。ポリフェニレンエーテル／スチレン系樹脂ブレンド、ポリ塩化ビニル／ＡＢＳあ
るいはメタクリロ二トリルおよびαメチルスチレン含有ＡＢＳのようなその他の衝撃改質
重合体、ポリエステル／ＡＢＳまたはポリカーボネート／ＡＢＳおよびポリエステル／幾
つかの他の耐衝撃性改良剤のような異なる重合体の混合物も使用することができる。この
ような重合体は市販されておりあるいは当業界に周知の手段により製造できる。しかしな
がら、本発明のホスファイトは熱可塑性重合体がしばしば処理されおよび／または使用さ
れる極端な温度のために、ポリオレフィン、ポリカーボネート、ポリエステル、ポリフェ
ニレンエーテルおよびスチレン系重合体のような熱可塑性重合体に特に有用である。
【００３６】
モノオレフィンおよびジオレフィンの重合体、例えばポリプロピレン、ポリイソブチレン
、ポリブテン－１、ポリメチルペンテン－１、ポリイソプレンあるいはポリブタジエン、
並びにシクロオレフィン例えばシクロペンテンまたはノルボルネンの重合体、ポリエチレ
ン（随意に架橋されていてもよい）例えば高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、低密度ポリ
エチレン（ＬＤＰＥ）、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）を使用しうる。これらの
重合体の混合物、例えばポリプロピレンとポリイソブチレンの混合物、ポリプロピレンと
ポリエチレンの混合物（例えばＰＰ／ＨＤＰＥ、ＰＰ／ＬＤＰＥ）および異なるタイプの
ポリエチレンの混合物（例えばＬＤＰＥ／ＨＤＰＥ）も使用しうる。同じく有用なものに
はモノオレフィンおよびジオレフィンの互いの共重合体またはこれらとその他のビニルモ
ノマー類との共重合体例えばエチレン／プロピレン、ＬＬＤＰＥおよびこれとＬＤＰＥと
の混合物、プロピレン／ブテン－１、エチレン／ヘキセン、エチレン／エチルペンテン、
エチレン／ヘプテン、エチレン／オクテン、プロピレン／イソブチレン、エチレン／ブテ
ン－１、プロピレン／ブタジエン、イソブチレン／イソプレン、エチレン／アクリルアク
リレート、エチレン／アルキルメタクリレート、エチレン／酢酸ビニル（ＥＶＡ）、エチ
レン／アクリル酸コポリマー（ＥＡＡ）およびこれらの塩類（アイオノマー）およびエチ
レンとプロピレンおよびジエン例えばヘキサジエン、ジシクロペンタジエンあるいはエチ
リデン－ノルボルネンとのターポリマー、並びにかかるコポリマーの混合物およびかかる
コポリマーと上述した重合体との混合物たとえばポリプロピレン／エチレン・プロピレン
－コポリマー、ＬＤＰＥ／ＥＶＡ、ＬＤＰＥ／ＥＡＡ、ＬＬＤＰＥ／ＥＶＡおよびＬＬＤ
ＰＥ／ＥＡＡが掲げられる。
【００３７】
熱可塑性重合体にはまたスチレン系重合体例えばポリスチレン、ポリ－（Ｐ－メチルスチ
レン）、ポリ－（α－メチルスチレン）、スチレンまたはα－メチルスチレンとジエンま
たはアクリル誘導体とのコポリマー例えばスチレン／ブタジエン、スチレン／アクリロニ
トリル、スチレン／アルキルアクリレート、スチレン／無水マレイン酸、スチレン／ブタ
ジエン／エチルアクリレート、スチレン／アクリロニトリル／メチルアクリレート、スチ
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レンコポリマーと例えばポリアクリレート、ジエンポリマーあるいはエチレン／プロピレ
ン／ジエンターポリマーからの別のポリマーとからの耐衝撃性の高い混合物、およびスチ
レンのブロックコポリマー例えばスチレン／ブタジエン／スチレン、スチレン／イソプレ
ン／スチレン、スチレン／エチレン／ブチレン／スチレンまたはスチレン／エチレン／プ
ロピレン／スチレンをも包含しうる。スチレン系重合体には更に追加的にあるいは代替的
にスチレンまたはα－メチルスチレンのグラフトコポリマー例えばポリブタジエン上への
スチレンのグラフト、ポリブタジエン－スチレンまたはポリブタジエン－アクリロニトリ
ル上へのスチレンのグラフト、ポリブタジエンおよびそのコポリマー上へのスチレンおよ
びアクリロニトリル（あるいはメタクリロ二トリル）のグラフト、ポリブタジエン上への
スチレンおよび無水マレイン酸またはマレイミドのグラフト、ポリブタジエン上へのスチ
レン、アクリロニトリルおよび無水マレイン酸またはマレイミドのグラフト、ポリブタジ
エン上へのスチレン、アクリロニトリルおよびメチルメタクリレートのグラフト、ポリブ
タジエン上へのスチレンおよびアルキルアクリレートまたはメタクリレートのグラフト、
エチレン／プロピレン／ジエンターポリマー上へのスチレンおよびアクリロニトリルのグ
ラフト、ポリアクリレートまたはポリメタクリレート上へのスチレンおよびアクリロニト
リルのグラフト、アクリレート／ブタジエンコポリマー上へのスチレンおよびアクリロニ
トリルのグラフトのようなグラフトコポリマー並びにこれらと上記に示したスチレン系コ
ポリマーとの混合物を包含しうる。
【００３８】
本発明の重合体組成物においては二トリル重合体も有用である。これらにはアクリロ二ト
リルおよびその類似体のホモポリマーおよびコポリマー、例えばポリメタクリロ二トリル
、ポリアクリロニトリル、アクリロニトリル／ブタジエンポリマー、アクリロニトリル／
アルキルアクリレートポリマー、アクリロニトリル／アルキルメタクリレート／ブタジエ
ンポリマーおよびスチレン系樹脂に関して上記に参照した如き種々のＡＢＳ組成物が含ま
れる。
【００３９】
アクリル系モノマー類例えばアクリル酸、メタクリル酸、メチルメタクリル酸およびエタ
クリル酸並びにこれらのエステル類に基づくポリマーもまた使用しうる。このような重合
体にはポリメチルメタクリレートおよびアクリロニトリルタイプの単量体の全てまたは一
部がアクリル酸エステルまたはアクリル酸アミドで置換されたＡＢＳタイプのグラフト共
重合体が含まれる。アクロレイン、メタクロレイン、アクリルアミドおよびメタクリルア
ミドのようなその他のアクリル系タイプの単量体を含む重合体も使用できる。
【００４０】
ハロゲン含有重合体も有用である。これらにはポリクロロプレン、エピクロロヒドリンホ
モおよびコポリマー、ポリ塩化ビニル、ポリ臭化ビニル、ポリフッ化ビニル、ポリ塩化ビ
ニリデン、塩素化ポリエチレン、塩素化ポリプロピレン、フッ素化ポリビニリデン、臭素
化ポリエチレン、塩素化ゴム、塩化ビニル－酢酸ビニルコポリマー、塩化ビニル－エチレ
ンコポリマー、塩化ビニル－プロピレンコポリマー、塩化ビニル－スチレンコポリマー、
塩化ビニル－イソブチレンコポリマー、塩化ビニル－塩化ビニリデンコポリマー、塩化ビ
ニル－スチレン－無水マレイン酸ターポリマー、塩化ビリニル－スチレン－アクリロニト
リルコポリマー、塩化ビニル－ブタジエンコポリマー、塩化ビニル－イソプレンコポリマ
ー、塩化ビニル－塩素化プロピレンコポリマー、塩化ビニル－塩化ビニリデン－酢酸ビニ
ルターポリマー、塩化ビニル－アクリル酸エステルコポリマー、塩化ビニル－マレイン酸
エステルコポリマー、塩化ビニル－メタクリル酸エステルコポリマー、塩化ビニル－アク
リロニトリルコポリマーおよび内部可塑化ポリ塩化ビニルなどの樹脂が包含される。
【００４１】
その他の有用な熱可塑性重合体には環式エーテル類のホモポリマーおよびコポリマー例え
ばポリアルキレングリコール、ポリエチレンオキシド、ポリプロピレンオキシドまたはこ
れらとビス－グリシジルエーテルとのコポリマー；ポリアセタール例えばポリオキシメチ
レンおよび共単量体としてエチレンオキシドを含むタイプのポリオキシメチレン；熱可塑
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性ポリウレタン、アクリレートまたはメタクリロニトリル含有ＡＢＳで改質されたポリア
セタール；ポリフェニレンオキシドおよびスルフィドおよびポリフェニレンオキシドとポ
リスチレンまたはポリアミドとの混合物；ポリカーボネートおよびポリエステルカーボネ
ート；ポリスルホン、ポリエーテルスルホンおよびポリエーテルケトン；及びジカルボン
酸およびジオールからおよび／またはヒドロキシカルボン酸または対応するラクトンから
誘導されたポリエステル例えばポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレー
ト、ポリ－１，４－ジメチロール－シクロヘキサンテレフタレート、ポリ２－（２，２，
３（４－ヒドロキシフェニル）－プロパン）テレフタレートおよびポリヒドロキシベンゾ
エート並びにヒドロキシ末端基を有するポリエーテルから誘導されたブロック－コポリエ
ーテルエステルが含まれる。
【００４２】
ジアミンおよびジカルボン酸からおよび／またはアミノカルボン酸または対応するラクタ
ムから誘導されたポリアミドおよびコポリアミド例えばポリアミド４、ポリアミド６、ポ
リアミド６／６、６／１０、６／９、６／１２および４／６、ポリアミド１１、ポリアミ
ド１２、ｍ－キシレンジアミンとアジピン酸の縮合により得られる芳香族ポリアミド、ヘ
キサメチレンジアミンとイソフタル酸および／またはテレフタル酸から調製されるポリア
ミドおよび随意には改質剤としてのエラストマー例えばポリ２，４，４－トリメチルヘキ
サメチレンテレフタルアミドまたはポリ－ｍ－フェニレンイソフタルアミドが有用であり
うる。前述のポリアミドと、ポリオレフィン、オレフィンコポリマー、アイオノマーまた
は化学的に結合されたあるいはグラフトされたエラストマーとのあるいはポリエーテル例
えばポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールまたはポリテトラメチレングリ
コールとのコポリマー及びＥＰＤＭまたはＡＢＳで改質されたポリアミドおよびコポリア
ミドも使用できる。
【００４３】
ポリオレフィン、ポリアルキレンテレフタレート、ポリフェニレンエーテルおよびスチレ
ン系樹脂並びにこれらの混合物がより好ましく、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエ
チレンテレフタレート、ポリフェニレンエーテルホモポリマーおよびコポリマー、ポリス
チレン、耐衝撃性ポリスチレン、ポリカーボネートおよびＡＢＳタイプのグラフトコポリ
マー並びにこれらの混合物が特に好ましい。
【００４４】
本発明により得られる安定化された重合体組成物はまた以下に掲げるような種々なる慣用
の添加剤を随意に含むことができる。
１：抗酸化剤
１．１：　アルキル化されたモノフェノール類例えば２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチ
ルフェノール、２－ｔ－ブチル－４，６－ジメチルフェノール、２，６－ジ－ｔ－ブチル
－４－エチルフェノール、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－ｎ－ブチルフェノール、２，６
－ジ－ｔ－ブチル－４－イソブチルフェノール、２，６－ジシクロペンチル－４－メチル
フェノール、２－（α－メチルシクロヘキシル）－４，６－ジメチルフェノール、２，６
－ジオクタデシル－４－メチルフェノール、２，４，６－トリシクロヘキシルフェノール
、および２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メトキシメチルフェノール。
【００４５】
１．２：　アルキル化されたヒドロキノン類例えば２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メトキ
シフェノール、２，５－ジ－ｔ－ブチル－ヒドロキノン、２，５－ジ－ｔ－アミル－ヒド
ロキノンおよび２，６－ジフェニル－４－オクタデシルオキシフェノール。
１．３：　ヒドロキシル化されたチオジフェニルエーテル類例えば２，２′－チオ－ビス
－（６－ｔ－ブチル－４－メチルフェノール）、２，２′－チオ－ビス－（４－オクチル
フェノール）、４，４′－チオ－ビス－（６－ｔ－ブチル－３－メチルフェノール）、４
，４′－チオ－ビス－（６－ｔ－ブチル－２－メチルフェノール）。
【００４６】
１．４：　アルキリデン－ビスフェノール類例えば２，２′－メチレン－ビス－（６－ｔ
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－ブチル－４－メチルフェノール）、２，２′－メチレン－ビス－（６－ｔ－ブチル－４
－エチルフェノール）、２，２′－メチレン－ビス－（４－メチル－６－（α－メチルシ
クロヘキシル）フェノール）、２，２′－メチレン－ビス－（４－メチル－６－シクロヘ
キシルフェノール）、２，２′－メチレン－ビス－（６－ノニル－４－メチルフェノール
）、２，２′－メチレン－ビス－（６－ノニル－４－メチルフェノール）、２，２′－メ
チレン－ビス－（６－（α－メチルベンジル）－４－ノニルフェノール）、２，２′－メ
チレン－ビス－（６－（α，α－ジメチルベンジル）－４－ノニルフェノール）、２，２
′－メチレン－ビス－（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール）、２，２′－エチリデン－
ビス－（６－ｔ－ブチル－４－イソブチルフェノール）、４，４′－メチレン－ビス－（
２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール）、４，４′－メチレン－ビス－（６－ｔ－ブチル－
２－メチルフェノール）、１，１－ビス－（５－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－２－メチ
ルフェノール）ブタン、２，６－ビス－（３－ｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシ
ベンジル）－４－メチルフェノール、１，１，３－トリス－（５－ｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシ－２－メチルフェニル）ブタン、１，１－ビス－（５－ｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シ－２－メチルフェニル）－３－ドデシル－メルカプトブタン、エチレングリコール－ビ
ス－（３，３－ビス－（３′－ｔ－ブチル－４′－ヒドロキシフェニル）－ブチレート）
－ジ－（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）－ジシクロペンタジエ
ン、ジ－（２－（３′－ｔ－ブチル－２′－ヒドロキシ－５′－メチル－ベンジル）－６
－ｔ－ブチル－４－メチルフェニル）テレフタレート、および他のフェノール類例えばエ
チリジエン－ビス－２，４－ジ－ｔ－ブチルフェノールモノアクリレートエステルのよう
なビスフェノール類のモノアクリレートエステル類。
【００４７】
１．５：　ベンジル化合物例えば１，３，５－トリス－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－
ヒドロキシベンジル）－２，４，６－トリメチルベンゼン、ビス－（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシベンジル）スルフィド、イソオクチル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシベンジル－メルカプト－アセテート、ビス－（４－ｔ－ブチル－３－ヒド
ロキシ－２，６－ジメチルベンジル）ジチオール－テレフタレート、１，３，５－トリス
－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、１，３，５
－トリス－（４－ｔ－ブチル－３－ヒドロキシ－２，６－ジメチルベンジル）イソシアヌ
レート、ジオクタデシル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル－ホスホネ
ート、モノエチル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル－ホスホネートの
カルシウム塩および１，３，５－トリス－（３，５－ジシクロヘキシル－４－ヒドロキシ
ベンジル）イソシアヌレート。
【００４８】
１．６：　アシルアミノフェノール類例えば４－ヒドロキシ－ラウリン酸アニリド、４－
ヒドロキシ－ステアリン酸アニリド、２，４－ビス－オクチルメルカプト－６－（３，５
－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシアニリノ）－ｓ－トリアジンおよびオクチル－Ｎ－（３，
５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）－カルバメート。
【００４９】
１．７：　１価または多価アルコール類例えばメタノール、ジエチレングリコール、オク
タデカノール、トリエチレングリコール、１，６－ヘキサンジオール、ペンタエリトリッ
ト、ネオペンチルグリコール、トリス－ヒドロキシエチルイソシアヌレート、チオジエチ
レングリコール、ジ－ヒドロキシエチルシュウ酸ジアミドと、β－（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシフェノール）－プロピオン酸とのエステル類。
【００５０】
１．８：　１価または多価アルコール類例えばメタノール、ジエチレングリコール、オク
タデカノール、トリエチレングリコール、１，６－ヘキサンジオール、ペンタエリトリッ
ト、ネオペンチルグリコール、トリス－ヒドロキシエチルイソシアヌレート、チオジエチ
レングリコール、ジヒドロキシエチルシュウ酸ジアミドと、β－（５－ｔ－ブチル－４－
ヒドロキシ－３－メチルフェニル）－プロピオン酸とのエステル類。
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【００５１】
１．９：　１価または多価アルコール類例えばメタノール、ジエチレングリコール、オク
タデカノール、トリエチレングリコール、１，６－ヘキサンジオール、ペンタエリトリッ
ト、ネオペンチルグリコール、トリス（ヒドロキシエチル）イソシアヌレート、チオジエ
チレングリコール、Ｎ，Ｎ－ビス（ヒドロキシエチル）シュウ酸ジアミドと、β－（５－
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）－プロピオン酸とのエステル類。
【００５２】
１．１０：　β－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェノール）－プロピオン
酸のアミド類例えばＮ，Ｎ′－ジ－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル
プロピオニル）－ヘキサメチレンジアミン、Ｎ，Ｎ′－ジ－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシフェニルプロピオニル）－トリメチレンジアミンおよびＮ，Ｎ′－ジ－（
３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニルプロピオニル）－ヒドラジン。
【００５３】
２：ＵＶ吸収剤および光安定剤
２．１：　２－（２′－ヒドロキシフェニル）－ベンゾトリアゾール類例えば、５′－メ
チル、３′，５′－ジ－ｔ－ブチル、５′－ｔ－ブチル、５′－（１，１，３，３－テト
ラメチルブチル）、５－クロロ－３′，５′－ジ－ｔ－ブチル、５－クロロ－３′－ｔ－
ブチル－５′－メチル、３′－ｓ－ブチル－５′－ｔ－ブチル、４′－オクチル－３′，
５′－ジ－ｔ－アミル、３′，５′－ビス－（α，α－ジメチルベンジル）の各誘導体。
【００５４】
２．２：　ヒドロキシベンゾフェノン類例えば４－ヒドロキシ－４－メトキシ、４－オク
トキシ、４－デシルオキシ、４－ドデシルオキシ、４－ベンジルオキシ、４，２′，４′
－トリヒドロキシおよび２′－ヒドロキシ－４，４′－ジメトキシの各誘導体。
２．３：　置換された及び置換されていない安息香酸のエステル類例えばフェニルサリチ
レート、４－ｔ－ブチルフェニル－サリチレート、オクチルフェニルサリチレート、ジベ
ンゾイルレゾルシノール、ビス－（４－ｔ－ブチルベンゾイル）－レゾルシノール、ベン
ゾイルレゾルシノール、２，４－ジ－ｔ－ブチル－フェニル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシベンゾエートおよびヘキサデシル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシベンゾエート。
【００５５】
２．４：　アクリレート類例えばα－シアノ－β，β－ジフェニルアクリル酸－エチルエ
ステルまたはイソオクチルエステル、α－カルボメトキシ－桂皮酸メチルエステル、α－
シアノ－β－メチル－ｐ－メトキシ－桂皮酸メチルエステルまたはブチルエステル、α－
カルボメトキシ－ｐ－メトキシ－桂皮酸メチルエステル、Ｎ－（β－カルボメトキシ－β
－シアノ－ビニル）－２－メチルインドリン。
２．５：　ニッケル化合物例えば随意にｎ－ブチルアミン、トリエタノールアミンまたは
Ｎ－シクロヘキシル－ジエタノールアミンのような追加の配位子を伴う２，２′－チオ－
ビス（４－（１，１，１，３－テトラメチルブチル）－フェノール）の１：１または１：
２錯体のようなニッケル錯体、ニッケルジブチルジチオカルバメート、４－ヒドロキシ－
３，５－ジ－ｔ－ブチルベンジルホスホン酸モノアルキルエステル例えばメチル、エチル
またはブチルエステルのニッケル塩、ケトキシム例えば２－ヒドロキシ－４－メチル－フ
ェニルウンデシルケトキシムのニッケル錯体および随意に追加の配位子を伴う１－フェニ
ル－４－ラウロイル－５－ヒドロキシ－ピラゾールのニッケル錯体。
【００５６】
２．６：　立体的に障害されたアミン類例えばビス（２，２，６，６－テトラメチルピペ
リジル）－セバケート、ビス－（１，２，２，６，６－ペンタメチルピペリジル）－セバ
ケート、ｎ－ブチル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジルマロン酸ビス（
１，２，２，６，６－ペンタメチルピペリジル）エステル、１－ヒドロキシエチル－２，
２，６，６－テトラメチル－４－ヒドロキシ－ピペリジンと琥珀酸の縮合生成物、Ｎ，Ｎ
′－（２，２，６，６－テトラメチルピペリジル）－ヘキサメチレンジアミンと４－ｔ－
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オクチルアミノ－２，６－ジクロロ－１，３，５－ｓ－トリアジンとの縮合生成物、トリ
ス－（２，２，６，６－テトラメチルピペリジル）－ニトリロトリアセテート、テトラキ
ス－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－１，２，３，４－ブタン－テ
トラ－炭酸および１，１′－（１，２－エタンジイル）－ビス－（３，３，５，５－テト
ラメチルピペラジノン）。代表的にはＨＡＬＳ（ Hindered Amines　 Light Stabilizing：
立体障害アミン光安定化）と呼ばれるこれらのアミン類にはブタンテトラカルボン酸－２
，２，６，６－テトラメチルピペリドノールエステル類が含まれる。このようなアミン類
には立体障害アミンから誘導されたヒドロキシルアミン類例えばジ（１－ヒドロキシ－２
，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）セバケート、１－ヒドロキシ－２，
２，６，６－テトラメチル－４－ベンゾキシピペリジン、１－ヒドロキシ－２，２，６，
６－テトラメチル－４－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシヒドロシンナモイル
オキシ）－ピペリジンおよびＮ－（１－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチル－ピ
ペリジン－４－イル）－εカプロラクタムが含まれる。
【００５７】
２．７：　シュウ酸ジアミド例えば４，４′－ジオクチルオキシ－オキサニリド、２，２
′－ジ－オクチルオキシ－５′，５′－ジ－ｔ－ブチルオキサニリド、２，２′－ジ－ド
デシルオキシ－５′，５′－ジ－ｔ－ブチルオキサニリド、２－エトキシ－２′－エチル
－オキサニリド、Ｎ，Ｎ′－ビス（３－ジメチルアミノプロピル）－オキサルアミド、２
－エトキシ－５－ｔ－ブチル－２′－エチルオキサニリド並びにその２－エトキシ－２′
－エチル－５，４－ジ－ｔ－ブチルオキサニリドとの混合物およびｏ－およびｐ－メトキ
シ二置換オキサニリドの混合物ならびにｏ－およびｐ－エトキシ二置換オキサニリドの混
合物。
【００５８】
３：　金属不活性化剤例えばＮ，Ｎ′－ジフェニルシュウ酸ジアミド、Ｎ－サリチラール
－Ｎ′－サリチロイルヒドラジン、Ｎ，Ｎ′－ビス－サリチロイルヒドラジン、Ｎ，Ｎ′
－ビス－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロフェニルプロピオニル）－ヒドラジン、
サリチロイルアミノ－１，２，４－トリアゾールおよびビス－ベンジリデン－シュウ酸ジ
ヒドラジド。
【００５９】
４：　ホスファイトおよびホスホナイト類例えばトリフェニルホスファイト、ジフェニル
アルキルホスファイト、フェニルジアルキルホスファイト、トリス（ノニル－フェニル）
ホスファイト、トリラウリルホスファイト、トリオクタデシルホスファイト、ジステアリ
ルペンタエリトリットジホスファイト、トリス（２，４，－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホ
スファイト、ジイソデシルペンタエリトリットジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔ－
ブチルフェニル）ペンタエリトリットジホスファイト、トリステアリルソルビットトリホ
スファイトおよびテトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－４，４′－ビフェニ
レンジホスファイト。
【００６０】
５：　過酸化物スカベンジャー例えばβ－チオジプロピオン酸のエステル類例えばラウリ
ルエステル、ステアリルエステル、ミリスチルエステルまたはトリデシルエステル、メル
カプトベンズイミダゾールまたは２－メルカプトベンズイミダゾールの亜鉛塩、亜鉛－ジ
ブチルジチオカルバメート、ジオクタデシルジスルフィドおよびペンタエリトリットテト
ラキス－（β－ドデシルメルカプト）－プロピオネート。
【００６１】
６：　ポリアミド安定剤例えば沃化物および／または燐化合物と銅塩の組み合わせおよび
２価のマンガンの塩。
７：　塩基性共安定剤例えばメラミン、ポリビニルピロリドン、ジシアンジアミド、トリ
アリルシアヌレート、尿素誘導体、ヒドラジン誘導体、アミン類、ポリアミド類、ポリウ
レタン類、高級脂肪酸のアルカリ金属塩およびアルカリ土類金属塩例えばステアリン酸Ｃ
ａ、乳酸カルシウムステアロイル、乳酸カルシウム、ステアリン酸Ｚｎ、ステアリン酸Ｍ
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ｇ、リシノール酸Ｎａおよびパルミチン酸Ｋ、ピロカテコールアンチモン塩またはピロカ
テコール亜鉛塩、並びに中和剤例えばハイドロタルク石および合成ハイドロタルク石およ
びＬｉ、Ｎａ、Ｍｇ、ＣａおよびＡｌヒドロキシ炭酸塩。
【００６２】
８：　核形成剤例えば４－ｔ－ブチル安息香酸、アジピン酸、ジフェニル酢酸、メチレン
－ビス－２，４－ジブチルフェニル環式ホスフェートエステルのナトリウム塩、ソルビッ
トトリス－ベンズアルデヒドアセタールおよびビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）
ホスフェートのナトリウム塩。
９：　充填剤および強化剤例えば炭酸カルシウム、ケイ酸塩、ガラス繊維、アスベスト、
タルク、カオリン、雲母、硫酸バリウム、金属酸化物および水酸化物、カーボンブラック
およびグラファイト。
【００６３】
１０：　本発明に組み合わせて使用しうるアミノキシプロパノエート誘導体例えばメチル
－３－（Ｎ，Ｎ－ジベンジルアミノキシ）プロパノエート、エチル－３－（Ｎ，Ｎ－ジベ
ンジルアミノキシ）プロパノエート、１，６－ヘキサメチレンビス（３－（Ｎ，Ｎ－ジベ
ンジルアミノキシ）プロパノエート）、メチル－（２－メチル）－３（Ｎ，Ｎ－ジベンジ
ルアミノキシ）プロパノエート、オクタデシル－３－（Ｎ，Ｎ－ジベンジルアミノキシ）
プロパノエート、テトラキス（Ｎ，Ｎ－ジベンジルアミノキシ）エチルカルボニルオキシ
メチルメタン、オクタデシル－３－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノキシ）プロパノエート、３
－（Ｎ，Ｎ－ジベンジルアミノキシ）プロパン酸カリウム塩および１，６－ヘキサメチレ
ンビス（３－（Ｎ－アリル－Ｎ－ドデシルアミノキシ）プロパノエート）。
【００６４】
１１：　その他の添加剤例えば可塑剤、エポキシ化植物油例えばエポキシ化大豆油、潤滑
油、乳化剤、顔料、ヒドロキシルアミン例えばＲ 2  ＮＯＨ（ＲはＣ 1  －Ｃ 3 0のアルキル基
例えばプロピルまたはステアリル基）、光学的光沢剤、防炎剤、静電防止剤、発泡剤およ
びチオ相乗剤例えばジラウリルチオジプロピオネートまたはジステアリルチオジプロピオ
ネート。
【００６５】
１２：　ニトロン類例えばＮ－ベンジル－α－フェニルニトロン、Ｎ－エチル－α－メチ
ルニトロン、Ｎ－オクチル－α－へプチルニトロン、Ｎ－ラウリル－α－ウンデシルニト
ロン、Ｎ－テトラデシル－α－トリデシルニトロン、Ｎ－ヘキサデシル－α－ペンタデシ
ルニトロン、Ｎ－オクタデシル－α－ヘプタデシルニトロン、Ｎ－ヘキサデシル－α－ヘ
プタデシルニトロン、Ｎ－オクタデシル－α－ペンタデシルニトロン、Ｎ－ヘプタデシル
－α－ヘプタデシルニトロン、Ｎ－オクタデシル－α－ヘキサデシルニトロン、水素添加
された獣脂アミンから誘導されたＮ，Ｎ－ジアルキルヒドロキシルアミンから誘導された
ニトロン。
【００６６】
重合体物質の安定化のためには、重合体粒子を本発明の安定剤組成物単独またはこれと他
の安定剤との組み合わせにより被覆することができる。粒子は球状の形にできそして P.Ga
lli & J.C.Halock，“ The Reactor Granule - A Unique Technology for the Production
 of a New Generation of Polymer Blends”， Society of Plastics Engineers ， Polyol
efin III International Conferance ， February２４－２７，１９９１に開示されており
また“ Process for the Stabilization of Spherically Polymerized Polyolefins”と題
する Pedrazzeth等の１９８７年１１月２４日付け米国特許第４７０８９７９号明細書に開
示されている“ Reactor Granule Technology”のようなプロセスによって製造できる。粒
子の形成は支持されたチーグラー－ナッタ触媒系により得ることができる。適当な商業的
なプロセスはＳｐｈｅｒｉｐｏｌ、ＡｄｄｉｐｏｌおよびＳｐｈｅｒｉｌｅｎｅの商標名
で知られている。
【００６７】
オレフィン重合体は限定されるわけではないが例えば随意にシリカまたはその他の物質上
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に支持されたＭｇＣｌ 2、クロム塩およびこれらの錯体のような随意に支持体上に支持さ
れたチーグラー－ナッタ触媒の存在下でオレフィンを重合することにより製造しうる。こ
れらの重合体はまた金属のシクロペンタジエン錯体典型的にはＴｉおよびＺｒの錯体を基
質とする触媒を利用して製造しうる。
【００６８】
本発明との一貫性において、本発明の非晶質安定剤組成物は重合体の物品への製作前ある
いは製作中の如何なる時点においても重合体に添加することができそして予め配合するこ
とによってまたは物品製作装置に直接供給することによるなどして当業界に知られた種々
なる手段の中の任意の手段によって重合体と組み合わせることができる。
【００６９】
次に実施例によって本発明を例示する。

次式
【００７０】
【化２１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７１】
の組成物をシクロヘキサン－１，１－ジメタノール１０８．６９ｇ、三塩化燐１３０．６
９ｇおよびメチレンクロライド２５０ｇから調製した。５００ｍｌの三首フラスコに還流
水凝縮器および添加漏斗を装着した。このフラスコにシクロヘキサン－１，１－ジメタノ
ールとメチレンクロライドを添加した。塩氷浴中に置いてこのフラスコを０－５℃に冷却
した。三塩化燐を添加漏斗に入れそして５時間にわたり反応フラスコにゆっくりと滴下し
て加えその間温度を１０℃以下に維持した。フラスコを２時間かけて室温まで温めさせた
。メチレンクロライドを留去しそして淡黄色の液体を３．５ｍｍＨｇ、１１４－１１６℃
で真空蒸留して純粋で無色のシクロヘキサン－１，１－ジメタノールクロロホスファイト
１４６．２９ｇを９３．０４％の収率で回収した。別の５００ｍｌ三首フラスコに温度探
針、凝縮器および添加漏斗を装備した。２，２－ビス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）プロパン２２．６３ｇおよびトリブチルアミン１００ｇをこのフラス
コに添加した。この反応混合物を磁気攪拌棒により十分攪拌した。シクロヘキサン－１，
１－ジメチルアルコールクロロホスファイト２３．０１ｇをトルエン約５．０ｇに溶解し
て添加漏斗に入れそして５分間で反応混合物中に添加した。この反応フラスコをゆっくり
と７０℃に加熱してほぼ２時間維持し８０－９５℃に７時間保持した。反応混合物を最後
に６０℃に冷却させた。反応生成物をアミンから分離するために、イソプロピルアルコー
ル２００ｍｌを反応混合物中に加えて攪拌した。反応生成物を焼結ガラス漏斗を通して濾
過した。可溶化されたアミンを含有する液体部分を分離しそして残留する白色の生成物を
単離した。粗混合物を再びイソプロピルアルコール２００ｍｌ中で攪拌し、濾過しそして
乾燥して生成物２１．０ｇを５２％の収率で単離した。この生成物は上記に同定した式を
有していた。融点は２０４－２１４℃であった。ヘプタンから白色の結晶小板体として結
晶化された試料は２１４－２１５．５℃の融点を有していた。
【００７２】

次式
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【００７３】
【化２２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７４】
の組成物を実施例１に示したとほぼ同様の手段により調製した。この化合物はテトラブチ
ル化ビフェノール４１．０６ｇ、トリブチルアミン１４５ｇおよびシクロヘキサン－１，
１－ジメチルアルコールクロロホスファイト４２．１４ｇから調製した。この化合物７１
．６６ｇを９４．９１％の収率で得た。この生成物は２９０℃より高い融点を有しており
そしてトルエンから結晶化させた試料も２９０℃より高い融点を有していた。
【００７５】

表Ｉに示される如く、実施例１および２のホスファイトそれぞれの試料の約１ｇを、各試
料をガラスビンに入れそれから相対湿度８０％、２５℃の湿度試験室に入れて暴露するこ
とにより加水分解安定性の比較を行った。所定時間にわたり重量増加を記録した。１％の
重量増加をこの試験調査の終点とした。これら化合物は試験終了後において自由流動性で
あった。実施例１および２の化合物は窒素雰囲気の下で試験したＴＧＡ試験調査によって
明らかにされたように良好な高温安定性および低い揮発性を示した。出発ホスファイトの
％重量損を温度の関数として測定した。
【００７６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
＊：デュポン（ＤｕＰｏｎｔ）２１００；窒素下で室温から５００℃まで２０℃／分の加
熱速度で加熱。
【００７７】
＊＊：室温、８０％相対湿度での１％重量増加を時間の関数として測定。

表 IIに示すように適当量の添加剤を秤量しそして安定化されていないＭｏｎｔｅｌｌ（登
録商標）ポリプロピレンに添加した。これら添加剤はＴｕｒｂｕｌａＢｌｅｎｄｅｒ（登
録商標）を使用して樹脂と３０分間配合し混合した。こうして安定化された樹脂組成物は
Ｋｉｌｌｉｏｎ　Ｅｘｔｒｕｄｅｒ（登録商標）内で２６０℃で１インチ（２．５４ｃｍ
）押出口径から１００ｒｐｍで押し出した。
【００７８】
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第１回、第３回および第５回の各押出の後に、樹脂ペレットを１８８℃で１２５ミル（３
．２ｍｍ）厚の小板に圧縮成形しそして試験片の黄色度指数（ＹＩ）を測定した。ＹＩ値
が低いほど黄色化が少ないことを示す。更に、第１回、第３回および第５回の押出の後に
ペレットのメルトフローレイト（ｇ／１０分）を測定した（ＡＳＴＭ－Ｄ－１２３８）。
５回目の押出の後のメルトフローレイトが１回目の押出の後のメルトフローレイトに近い
ことはポリプロピレンの優れたプロセス安定化を示している。
【００７９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Ｉ－１０１０： Ciba-Geigy Corp.市販のＩｒｇａｎｏｘ（登録商標）１０１０；テトラキ
ス｛メチレン－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネー
ト｝メタン。
【００８０】
Ｕ－６２６： GE Specialty Chemicals,Inc. 市販のＵｌｔｒａｎｏｘ（登録商標）ホスフ
ァイト；ビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリトリット。
Ｕ－６４１： GE Specialty Chemicals,Inc. 市販のＵｌｔｒａｎｏｘ（登録商標）ホスフ
ァイト；次式の化合物
【００８１】
【化２３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８２】

基礎組成物は Chevron から得られる安定化されていないポリエチレン１００部をＩ－１０
１０の０．０５部と共に含んでなっている。ホスファイトは樹脂と配合された（表 III 参
照）。ホスファイトはＴｕｒｂｕｌａ　Ｂｌｅｎｄｅｒを使って樹脂と３０分間配合され
た。安定化された樹脂組成物はＫｉｌｌｉｏｎ　Ｅｘｔｒｕｄｅｒ内で２３０℃で１イン
チ（２．５４ｃｍ）直径の開口から１００ｒｐｍで押し出した。１回目の押出の後に、樹
脂ペレットを１８８℃で１２５ミル（３．２ｍｍ）厚の小板に圧縮成形しそして試験片の
黄色度指数（ＹＩ）を測定した。ＹＩ値が低いほど黄色化が少ないことを示す。
【００８３】

10

20

30

40

(20) JP 4018766 B2 2007.12.5

実施例　５



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Ｉ－１０１０： Ciba-Geigy Corp.市販のＩｒｇａｎｏｘ（登録商標）１０１０；テトラキ
ス｛メチレン－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネー
ト｝メタン。
【００８４】
Ｕ－６２６： GE Specialty Chemicals,Inc. 市販のＵｌｔｒａｎｏｘ（登録商標）ホスフ
ァイト；ビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリトリット。
Ｕ－６４１： GE Specialty Chemicals,Inc. 市販のＵｌｔｒａｎｏｘ（登録商標）ホスフ
ァイト；次式の化合物
【００８５】
【化２４】
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